
 
 

東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所に 

対する追加検査等の報告 

 

令和５年６月１４日 

原 子 力 規 制 庁  

 

１．趣旨 

  東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」という。）柏崎刈羽

原子力発電所に対する追加検査の状況を報告するものである。 

 

 

２．報告内容 

令和５年５月 17 日の第 10 回原子力規制委員会において了承された「今後

の追加検査（フェーズⅢ）における対応方針」を踏まえた、検査の状況につ

いて報告する。 
  

 

＜添付資料＞ 

別紙１  今後の追加検査（フェーズⅢ）における対応方針に基づく確認状況

（非公開） 
別紙２  東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の適格性

確認に関する資料（公開） 
 

資料２ 



 
 

 

 

 

 

東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の 

適格性確認に関する資料 

 

別紙２ 
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東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の発電用

原子炉設置変更許可申請書（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）

の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に規定する

許可の基準への適合について 

 

平成２９年１２月２７日 

原 子 力 規 制 委 員 会 

 

平成２５年９月２７日付け原管発官２５第１９２号（平成２９年６月１６日

付け原管発官２９第５９号、平成２９年８月１５日付け原管発官２９第１３５

号、平成２９年９月１日付け原管発官２９第１４３号及び平成２９年１２月１

８日付け原管発官２９第２１５号をもって一部補正）をもって、東京電力株式会

社 取締役社長 廣瀬 直巳から、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）第４３条の３の

８第１項の規定に基づき、提出された柏崎刈羽原子力発電所発電用原子炉設置

変更許可申請書（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）に対する法第４３条の

３の８第２項において準用する法第４３条の３の６第１項各号に規定する許可

の基準への適合については以下のとおりである。 

なお、次の３及び４の基準への適合についての認定に当たっては、申請者が平

成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力福島第一

原子力発電所の事故の当事者であることを踏まえ、申請者が発電用原子炉を設

置し、及び運転することにつき必要な安全文化その他の発電用原子炉設置者と

しての適格性を有するかどうかについても特に審査したところであり、その結

論は、添付１のとおりである。 

 

１．法第４３条の３の６第１項第１号 

本件申請については、 

・発電用原子炉の使用の目的（商業発電用）を変更するものではないこと 

・使用済燃料については、原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施

に関する法律（平成１７年法律第４８号。以下「再処理等拠出金法」とい

う。）に基づく拠出金の納付先である使用済燃料再処理機構から受託した、

法に基づく指定を受けた国内再処理事業者において再処理を行うことを

原則とし、再処理されるまでの間、適切に貯蔵・管理するという方針に変

更はないこと 

・海外において再処理が行われる場合は、再処理等拠出金法の下で我が国が

原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国の再処理

事業者において実施する、海外再処理によって得られるプルトニウムは国

内に持ち帰る、また、再処理によって得られるプルトニウムを海外に移転

しようとするときは、政府の承認を受けるという方針に変更はないこと 

・上記以外の取扱いを必要とする使用済燃料が生じた場合には、平成１２年

３月１５日付けで許可を受けた記載を適用するという方針に変更はない

2

平成29年度第57回原子力規制委員会資料抜粋



 

こと 

から、発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないものと認めら

れる。 

 

２．法第４３条の３の６第１項第２号（経理的基礎に係る部分に限る。） 

申請者は、本件申請に係る重大事故等対処設備他設置工事に要する資金につ

いては、自己資金等により調達する計画としている。 

申請者における総工事資金の調達実績、その調達に係る自己資金及び外部資

金の状況、調達計画を確認し、これまでの増資、内部留保等による資金の確保

がなされていること等から、工事に要する資金の調達は可能と判断した。この

ことから、申請者には本件申請に係る発電用原子炉施設を設置変更するために

必要な経理的基礎があると認められる。 

 

３．法第４３条の３の６第１項第２号（技術的能力に係る部分に限る。） 

添付２のとおり、申請者には、本件申請に係る発電用原子炉施設を設置変更

するために必要な技術的能力があると認められる。 

 

４．法第４３条の３の６第１項第３号 

添付２のとおり、申請者には、重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置

を実施するために必要な技術的能力その他の発電用原子炉の運転を適確に遂

行するに足りる技術的能力があると認められる。 

 

５．法第４３条の３の６第１項第４号 

添付２のとおり、本件申請に係る発電用原子炉施設の位置、構造及び設備が

核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉によ

る災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基準に

適合するものであると認められる。 
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申請者の原子炉設置者としての適格性についての確認結果 

 

平成２９年１２月２７日 

原 子 力 規 制 委 員 会 

 

柏崎刈羽原子力発電所の発電用原子炉の設置変更許可申請書（６号及び７号原

子炉施設の変更）（以下「本件申請」という。）の申請者である東京電力ホールデ

ィングス株式会社（以下｢東京電力｣という。）が東北地方太平洋沖地震に伴う東京

電力福島第一原子力発電所の事故を起こした当事者であることを踏まえ、原子力

規制委員会は、人と環境を守るとの使命に照らし、審査会合における技術的審査

に加え、申請者に柏崎刈羽原子力発電所を設置し、及び運転することにつき必要

な安全文化その他の原子炉設置者としての適格性を有するかどうかについても特

に審査することとした。 

この審査は、原子炉等規制法第４３条の３の６第１項に定める許可の基準のう

ち、第２号の発電用原子炉を設置するために必要な技術的能力及び第３号の発電

用原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力を確認するための審査の一

環として行ったものである。 

 

１．経営陣との意見交換の結果 

原子力規制委員会は、本年７月１０日に東京電力の川村会長、小早川社長、牧

野執行役と意見交換を行い、同社の原子力発電事業に取り組む姿勢を確認した。

その際、原子力規制委員会は、７つの基本的な考え方（別添１。以下｢７項目｣と

いう。）を示し、文書による回答を求めた。本年８月２５日に同社より文書による

回答（別添２）があり、８月３０日に行われた同会長等との意見交換において、

当該回答文書及び当日の議論で約束した内容について以下の点を東京電力と原子

力規制委員会の共通認識として確認した。 

・当該回答文書は、東京電力の取締役会で決議されたものであり、東京電力全体

の経営の判断を示したものであること 

・当該回答文書及び当日の議論で約束した内容は、組織として引き継がれるもの

であり、東京電力の将来を拘束するものであること 

・当該回答文書は、設置変更許可申請書と同レベルの文書として扱われるもので

あること 

・当該回答文書及び当日の議論での約束は、原子力規制委員会に対するだけでな

く、国民に対する約束でもあること 

 

また、７項目に対する回答とそれらについての意見交換により、以下の点が明

確になった。 

１）福島第一原子力発電所についての取組（７項目の①、②） 

・福島第一原子力発電所の廃炉を進めるに当たり、｢主体的に関係者にしっかりと

添付１ 
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向き合い、課題への対応をご説明し、やり遂げる覚悟｣であること 

・東京電力として、風評被害の対策について、誠意と決意を持って取り組んでい

くこと 

・当委員会の｢福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ｣で示され

たリスクの低減はもとより、トリチウム水や廃棄物の問題を含め、廃炉作業を

着実に進めるとの決意があること 

 

２）資源配分及び体制（７項目の③、⑥） 

・経済性よりも安全性を優先すること 

・特に、体制については、｢炉規制法に基づく審査要件に影響するような責任の所

在変更は行わない｣こと 

・これらの方針は、現在の社長のみならず、将来の東京電力をも拘束するもので

あること 

 

３）安全最優先の取組（７項目の④、⑤、⑦） 

・リスクに対する取組、規制基準を超える取組など、福島第一原子力発電所事故

の深刻な反省と、安全文化の基本的事項についての認識を有していること 

・情報を一元的に共有するための体制の改善を行うこと 

 

２．現場職員の安全確保に関する意識調査の結果 

 また、本年７月２７日と２８日の２日間にわたり、田中委員長と伴委員が柏崎

刈羽原子力発電所を訪れ、同発電所所長、ユニット所長、原子炉主任技術者、現

場職員、協力企業社員から安全確保に関する考え方等について聞き取りを行った

結果を受けて、原子力規制委員会は以下のとおり判断した。 

・現場の職員は、協力企業を含めて福島第一原子力発電所事故の責任の重さ及び

重大さを極めて深刻に受け止めていた。二度と事故を起こしてはならないとい

う決意と自覚をもって、謙虚に研鑽を積む姿勢が見られた。事故の収拾に関わ

った職員は、様々な機会を捉えて、自らが体験した恐怖や深刻な体験を後進に

伝える工夫をしている。 

・所長は事故前の東京電力のマネジメントシステムを正確に認識し、自ら厳しく

反省していた。また、事故やトラブル時の対応では、本社の指示ではなく自ら

の判断と責任で対応する考えであるなど、福島第一原子力発電所事故の失敗を

改善していく決意がある。 

・福島第一原子力発電所事故の失敗体験は柏崎刈羽原子力発電所の職員一人一人

にとって重い教訓となっており、個々人の職責を越えて、原子力安全文化の向

上に努力していることが確認された。 

 

３．審査の過程等から得られた東京電力の安全文化や技術的能力に関する見解 

９月６日に実施された原子力規制委員会の議論を通じ、原子力規制委員会とし
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て以下のとおり判断した。 

・事故に対する東京電力の責任が極めて大きなものであることは言うまでもない

が、技術的能力において特に東京電力だけが劣るところがあったと判断するの

は適切ではない。福島第一原子力発電所事故は、東京電力の技術的能力が欠け

ていたがゆえに起きたと捉えるべきではなく、あくまで原子力に関わる全ての

組織、人間にとっての厳しい反省材料と捉えるべきである。 

・福島第一原子力発電所の廃炉作業においては、多くの事故やトラブルがあった

が、懸命な努力によって深刻な事故やリスク要因が克服されてきた。東京電力

は極めて過酷な労働環境の中での困難な廃炉作業であることを認識し、強い責

任感と使命感、また創意工夫に基づいて作業に取り組んでいる。その結果、サ

イト内の状況が大きく改善されてきていることは、評価できる。特定原子力施

設放射性廃棄物規制検討会においても東京電力が廃炉の廃棄物等について基本

的な技術力を有していることが見て取れた。 

・新規制基準適合性審査においては、規制に従っておけばよいという安易な姿勢

は払拭されてきており、事故の教訓を踏まえて、自らの判断で安全性を向上さ

せるための具体的な提案も打ち出している。 

 

４．東京電力の取組の実効性の確保について 

（１）東京電力の主体性の確保 

 原子力利用における安全確保の一義的責任は事業者にあるが、東京電力につい

ては、現在、他の電力事業者には見られない国による種々の指導・監督が行われ

ており、東京電力が回答文書等により確約した今後の取組が将来にわたり確実に

実行されるものと認めるためには、かかる国の指導・監督が東京電力の主体性を

損なうものではなく、むしろその取組に資するものであることが必要である。 

この点について、原子炉等規制法第７１条第１項に基づき平成２９年１０月４

日付けの文書で経済産業大臣の意見を求めたところ、同年同月２４日付けの同大

臣からの文書において、「電気事業を所管し、及び原子力損害賠償・廃炉支援機構

法を所管する立場として、東京電力ホールディングス株式会社が貴委員会に提出

した書面及び表明した取組方針に関する見解の内容について異論はなく、同社が

これらをしっかりと遵守していくよう、適切に監督・指導していく所存である」

との回答が得られた。 

 

（２）将来にわたる履行の確保 

 東京電力は、回答文書等において確約した取組について、設置変更許可申請書

記載事項と同等の位置付けのものであると表明しているが、これら取組が将来に

わたり確実に実行されることを担保するためには、これら取組の原子炉等規制法

上の位置付けを明確にしておく必要がある。  

 東京電力が確約した取組は、基本的に、原子炉設置者としての安全文化の醸成

に関わる事柄であるから、当委員会としては、これらについて、保安規定に明確
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に記載されるべきものと考える。東京電力が確約した取組については、保安規定

の審査及び履行の監督を通じて、その履行を確保する。 

保安規定の申請については、小早川社長より、平成２９年９月２０日の第３８

回原子力規制委員会において、東京電力が確約した取組を「保安規定に定める安

全文化醸成にかかわる実施事項とする旨を記載し、申請する考え」であることを

確認している。 

 

５．原子力規制委員会としての結論 

以上の確認の結果、原子力規制委員会は、本件申請の申請者である東京電力に

ついては、柏崎刈羽原子力発電所の運転主体としての適格性の観点から、原子炉

を設置し、その運転を適確に遂行するに足りる技術的能力がないとする理由はな

いと判断した。 
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基本的考え方

1. 福島第一原子力発電所の廃炉を主体的に取り組み、やりきる覚悟と実績を示すこと
ができない事業者に、柏崎刈羽原子力発電所の運転をする資格は無い。

2. 福島第一原子力発電所の廃炉に多額を要する中で、柏崎刈羽原子力発電所に対
する事業者責任を全うできる見込みが無いと、柏崎刈羽原子力発電所の運転を再開
することはできない。

3. 原子力事業については、経済性よりも安全性追求を優先しなくてはならない。

4. 不確実・未確定な段階でも、リスクに対する取り組みを実施しなくてはならない。

5. 規制基準の遵守は最低限の要求でしか無く、事業者自らが原子力施設のさらなる安
全性向上に取り組まなくてはならない。

6. 原子力事業に関する責任の所在の変更を意味する体制変更を予定しているのであ
れば、変更後の体制のもとで柏崎刈羽原子力発電所について再申請するべき。

7. 社内の関係部門の異なる意見や知見が、一元的に把握され、原子力施設の安全性
向上に的確に反映されなければならない。

(7月10日原子力規制委員会資料)

別添１
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